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諮問庁：独立行政法人工業所有権情報・研修館 

諮問日：令和２年４月１４日（令和２年（独情）諮問第１４号） 

答申日：令和３年３月２９日（令和２年度（独情）答申第５３号） 

事件名：特定文書に記載の「日本においても，米国と同様の検索手法を取り入

れるべく検討しているところである」における「検討」内容に関す

る文書の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保

有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，令和元年１０月８日付け２０

１９０８１４情館０１３により独立行政法人工業所有権情報・研修館（以

下「ＩＮＰＩＴ」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った不開示

決定（以下「原処分」という。）を取り消す旨の決定を求める。 

２ 審査請求の理由 

  原処分における不開示理由は不当かつ違法である。すなわち，本件対象

文書は，特許庁の最重要政策である特許情報政策等や審査主義に関する

極めて重要なものであるので，本来なら本件対象文書は特定して永年保

存されるべきものである。また，文書を特定・保有したのか，特定・保

有しなかったのか，を明確にしてもらいたい。もし，特定・保有したが，

保存期間の満了により廃棄した場合は，保存期間，廃棄年月日を明確に

してもらいたい。また，国立公文書館に移管した場合は移管年月日を明

確にしてもらいたい。さらに，特許庁が当該資料を保有しているなら特

許庁長官に移送すべきものである。 

よって，法９条２項の規定に基づきなされた原処分を取り消すべきであ

る旨の決定を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 事案の概要 

 （１）審査請求人は，令和元年８月１３日付けで，法３条に基づき，ＩＮＰ

ＩＴ理事長に対し，本件対象文書の開示請求（以下「本件開示請求」と

いう。）を行い，処分庁は同年８月１４日付けでこれを受理した。 

 （２）処分庁は，本件開示請求以外に多数の文書開示請求があったことから， 
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法１０条２項の規定に基づき，令和元年９月３日付けで開示決定等の期

限の延長を行った。 

 （３）処分庁は，対象となる法人文書は存在しないとして，法９条２項の規

定に基づき，令和元年１０月８日付けで原処分を行った。 

 （４）これに対して，審査請求人は，行政不服審査法（平成２６年法律第６

８号）２条の規定に基づき，令和元年１２月１６日付けで，処分庁に対

して，原処分の取消しを求める審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）を行った。 

 （５）処分庁は，本件審査請求の適法性について審査した結果，「審査請求

の理由」欄に「後日補充致します。」と記載されており，行政不服審査

法１９条２項に定める記載事項を満たしていないことから，令和元年１

２月２７日付けで行政不服審査法２３条の規定に基づき令和２年１月１

７日を期限として補正を命じた。 

（６）これに対して，審査請求人は，令和２年１月１７日付け（消印により

確認）で，審査請求書（補正）を提出し，処分庁は，令和２年１月２２

日付けでこれを受理した。 

（７）本件審査請求を受け，処分庁は，原処分の妥当性につき改めて慎重に

精査したところ，本件審査請求については原処分の正当性を覆す理由が

ないことから，処分庁による決定で本件審査請求を棄却することにつき，

情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に諮問する

ものである。 

 ２ 諮問の理由の説明 

 （１）本件開示請求に係る法人文書の特定について 

    「「工業所有権制度この１０年の歩み」（以下「歩み」という。）１

１３－１１４頁の中の「日本においても，米国と同様の検索手法を取り

入れるべく検討しているところである」における「検討」内容に関する

文書（例えば，契約書及び当該契約のための審議会や研究会の議事録・

調査内容・調査結果・会議議事録・会議開催年月日・出席者名薄・提出

書類・議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員への説明資

料・特許庁長官及び特許庁顧問の各給与明細等）。」を求めたものであ

る。 

（２）本件対象文書の存否について 

    処分庁において，再度本件対象文書の存在について調査した結果，担

当者からの聞き取り調査及び処分庁の法人文書ファイル管理簿の確認を

行ったが，当該検討内容に関する文書が存在した事実は確認できなかっ

た。 

よって，処分庁には請求の対象となる法人文書は存在しなかったもの

と思慮する。 
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また，審査請求人は「請求文書について作成の有無，保存期間，廃棄

年月日を明確にしてもらいたい。」旨主張しているが，請求文書は，前

述の法人文書ファイル管理簿に該当する文書が記載されておらず，ＩＮ

ＰＩＴの文書として存在が認められなかったため，確認することはでき

なかった。 

（３）本件開示請求の移送について 

審査請求人は「特許庁が当該資料を保有しているなら特許庁長官に移

送すべきものである」旨主張しているが，事案の移送は，開示請求を受

けた独立行政法人等が請求に係る法人文書を保有しているものの，開

示・不開示の判断については他の行政機関や独立行政法人等が行うこと

が適当な場合に行われるものである。請求文書は処分庁が保有している

ものではないことから，法１３条に規定されている事案の移送を行う場

合には該当しないものである。 

 ３ 結論 

   以上のことから，令和元年１０月８日付けで通知した法人文書不開示決 

定は妥当なものであって，審査請求人の主張は原処分の正当性を覆すもの 

ではない。したがって，原処分は妥当であり，本件審査請求については棄 

却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和２年４月１４日  諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和３年３月３日   審議 

   ④ 同月２２日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

   本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものである。 

   審査請求人は，原処分の取消しを求めており，諮問庁は，本件対象文書

を保有していないとして不開示とした原処分を妥当としていることから，

以下，本件対象文書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）本件対象文書の保有の有無について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア ＩＮＰＩＴの前身は，平成１３年４月に特許庁の一部署が分離され，

独立行政法人工業所有権総合情報館（以下「情報館」という。）とし

て設立され，平成１６年１０月に独立行政法人工業所有権情報・研修

館（ＩＮＰＩＴ）に改称されている。 

イ 歩みは，特許庁が編集し，平成７年３月３０日付けで発行されてお
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り，情報館（ＩＮＰＩＴ）の設立前に発行されていた歩みに記載され

ている，本件対象文書に係る「検討」は，ＩＮＰＩＴにおいて，行っ

ていない。 

ウ 審査請求人が求める本件対象文書が存在するとしても，平成７年３

月以前に特許庁において作成又は取得されたと推測され，仮に情報館

の設立後に特許庁から移管されたとすれば，法人文書ファイル管理簿

に登録されていると考えられることから，情報館が設立された平成１

３年度に作成又は取得した文書をつづった法人文書ファイルが登録さ

れている法人文書ファイル管理簿である平成１４年度の法人文書ファ

イル管理簿を確認したが，本件対象文書に該当する文書がつづられて

いる可能性があると考えられる法人文書ファイルの登録は確認できな

かった。 

   また，情報館設立当時の文書管理について当時を知る職員に確認し

たところ，情報館設立以前に特許庁において作成又は取得された文

書は，特許庁が管理し，情報館には移管しないものとすると整理さ

れたとのことであったことから，情報館においては取得していない

と考えられる。 

エ 本件審査請求を受け，念のため，産業財産権情報の提供等を担当す

る部署において，書架，書庫及び共有フォルダ内の探索を改めて行っ

たが，本件対象文書の存在は確認できなかった。 

（２）当審査会事務局職員をして，ＩＮＰＩＴのウェブサイトを確認させた

ところ，平成１３年に独立行政法人として情報館が設立され，平成１６

年にＩＮＰＩＴに改称された旨掲載されていることが認められる。 

また，当審査会において，諮問庁から歩みの提示を受けて確認したと

ころ，上記（１）イの諮問庁の説明のとおりであることが認められる。 

以上を踏まえれば，本件対象文書は作成も取得もしていない旨の上記

（１）の諮問庁の説明は不自然，不合理とはいえず，他に本件対象文書

の存在をうかがわせる事情も認められないことから，ＩＮＰＩＴにおい

て本件対象文書を保有しているとは認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，ＩＮＰＩＴにおいて本件対象文書を保有して

いるとは認められず，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 佐藤郁美，委員 中川丈久 
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別紙 

 

「「工業所有権制度この１０年の歩み」１１３－１１４頁に「特許情報の検

索方法としては，大きく分けて特許情報に記載されている言語（自然語）をそ

のまま用いて検索する方法と特許情報に予め決められた検索キーを付与してお

き，その検索キーを用いて特許情報を検索する方法とがある。英語のように文 

章中の 1 つの単語が明確に区別できる場合には前者の方法で機械検索が可能で

あり，米国特許商標庁ではこの方法を採用している。日本においても，米国と 

同様の検索手法を取り入れるべく検討しているところであるが，現在のところ，

特許情報に予め決められた検索キーを付与する後者の方法をメインとして採用

している。」旨記載されているが，このなかの「日本においても，米国と同様

の検索手法を取り入れるべく検討しているところである」における「検討」内

容に関する文書（例えば，契約書及び当該契約のための審議会や研究会の議事

録・調査内容・調査結果・会議議事録・会議開催年月日・出席者名簿・提出書

類・議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員への説明資料・特許

庁長官及び特許庁顧問の各給与明細等）。」 


